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作成日 2026 年 5 月 16 日  

   （最終更新日 2026 年 6 月 4 日） 

「情報公開文書」（Web ページ掲載用） 

                  

 

課題名：肺癌診療における治療待機期間の可視化と診療プロセス改善に向けた検討 

 

１． 研究の対象 
2016 年 1 月～2025 年 6 月の間に当院で診療した肺癌の患者さん 
 
２．研究期間 

研究機関の長による研究実施許可後 ～ 2030 年 3 月 31 日まで 

 

３．試料・情報の利用及び提供を開始する予定日 

当院で試料・情報の利用を開始する予定日及び外部への提供を開始する予定日

は以下の通りです。 

利用開始(予定)日：2026 年 7 月 1 日  

 

４．研究目的 

がんは日本人の死因の約 25％を占めています。部位別では、肺癌は罹患数で

第 2位（2023 年）、死亡数では第 1位（2024 年）となっており、予後不良な

疾患です。近年、分子標的治療薬や免疫チェックポイント阻害剤が使えるよう

になり、肺癌の治療成績は向上しつつありますが、さらなる予後の改善が望ま

れています。 

肺癌の中でも、特に呼吸器内科が担当する症例は局所進行から遠隔転移を有

する進行例が多くを占めています。肺癌診療ガイドライン 2025 において、進

行肺癌に対する治療方針は、年齢や治療開始時の全身状態に基づいています。

特に治療開始時の全身状態が低下している症例では、適応となる治療選択肢が

極めて限定され、予後は著しく悪くなります。 

これまでの報告では、初診から治療開始までの待機期間が長くなることが、

根治できる症例の予後を悪化させる要因となることが示されています。同様

に、進行症例においても待機期間中の全身状態低下が、予後に悪影響を及ぼす

可能性があり、初診から治療開始までの期間（Time to Treatment 

Initiation）を短縮することは重要です。 

国内のがん専門病院のウェブサイトでは、治療方針決定から化学療法開始ま

でを「7-28 日」とする記載がありますが、初診から全身治療開始までに要する

期間には言及されていません。推奨指標としては、カナダの Jewish General 

Hospital で 62 日、Danish Lung cancer Gourp では 42 日を提唱しています。

一方、実臨床における初診から全身治療開始までの期間の現状は、関西医科大

学の報告（進行肺癌症例）で中央値 42.5 日、オーストラリア Victoria 州の病

院の報告で平均 59.1 日（±44.3 s.d.日）という報告に留まっています。 

上記の現状ですが、当院において、初診から治療開始までにどの程度の期間

を要しているか、また何が障壁となっているかは明らかになっていません。 

そこで、この研究では、当院における肺癌症例の初診から初回化学療法開始

に至るまでの期間（TTI）について、がん登録データを用いて調査します。こ
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の研究を通して、治療待機期間の実態を把握し、診療プロセスを最適化し、将

来的には予後の改善に寄与することを目的とします。 

 

 

５．研究方法 

 がん登録よりデータを抽出する。また、電子カルテより、対象症例の治療経過に関

する情報を取得します。 
 

６．研究に用いる試料・情報の種類 

がん登録や電子カルテ等の診療記録の調査から対象患者さんのデータを抽出し解

析するため、すべて既存の情報であり、本研究のために新たに取得する情報はありま

せん。 
がん登録から収集するデータは、性別、生年月、自施設初診日、他施設診断日、

自施設診断日、診断日、組織診断名、診断根拠、治療前 UICC ステージ、診断施

設、治療施設、来院経路、発見経緯、自施設初回治療（種類、施行日）、自施設治療

情報、生存状況、生存最終確認日、死亡日です。 
電子カルテから収集するデータは、有症状の場合は症状発現日 、他施設初診日、

他施設からの紹介日（紹介状の日付）、初診予約日（予約センターが予約した日）、初

回組織採取日、組織採取方法（気管支鏡生検、ＣＴガイド下生検、外科的生検）、遺

伝子検査オーダー日、遺伝子検査提出日（病理→検査会社）、遺伝子結果判明日

（検査会社）、遺伝子検査結果報告日（病理）、初回治療目的の入院日、PS（初診日、

治療開始日）初回治療レジメン、術式、生存最終確認日です。 
 

７．外部への試料・情報の提供 

該当なし 

 

８．外国にある者に対して試料・情報の提供する場合 

該当なし 

 

９．研究組織 

本学単独研究 

 

１０．利益相反（企業等との利害関係）について 

運営交付金を使用。 

 

本研究は、研究責任者のグループにより公正に行われます。本研究の利害関

係については、現在のところありません。今後生じた場合には、所属機関にお

いて利益相反の管理を受けたうえで研究を継続し、本研究の企業等との利害関

係について公正性を保ちます。 

 

１１．本研究への参加を希望されない場合 

患者さんやご家族（ご遺族）が本研究への参加を希望されず、試料・情報の利

用又は提供の停止を希望される場合は、下記の問い合わせ先へご連絡ください。

すでに研究結果が公表されている場合など、ご希望に添えない場合もございま

す。 
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１２．お問い合わせ先 

本研究に関するご質問等がありましたら下記の連絡先までお問い合わせくだ

さい。 

ご希望があれば、他の研究対象者の個人情報及び知的財産の保護に支障がない

範囲内で、研究計画書及び関連資料を閲覧することが出来ますのでお申出くだ

さい。 

また、試料・情報が当該研究に用いられることについて患者さんもしくは患

者さんの代理人の方にご了承いただけない場合には研究対象としませんので、

下記の連絡先までお申出ください。その場合でも患者さんに不利益が生じるこ

とはありません。 

 

当院における照会先および研究への利用を拒否する場合の連絡先： 

担当者の所属・氏名：筑波大学附属病院腫瘍内科 担当 會田有香 

住所 ：茨城県つくば市天久保 2-1-1 

連絡先：029-853-3144 
 

 


